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Abstract :
This paper examines closely the economic researches from the Goldman Sachs Financial 

Workbench and Pricewaterhouse Coopers which report that over the next fifty years the 
BRICs could become a much larger entity in the world economy. Among them, China’s 
economy could be larger than Japan’s in US dollar terms by 2015. If things go right, in less 
than fifty years or by 2061, China’s income per capita could be larger than Japan’s. The 
results are startling. They project China’s potential or sustainable growth rate with Cobb-
Douglas production function which includes labor inputs, capital inputs, and total factor 
productivity as independent variables. We insist that, referring the results, we have to regard 
their presumption to forecast the future growth rate.
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１．はじめに
中 国 経 済 の 成 長 の 軌 跡 に つ い て は、 馬

（2009）を始め、多くの文献で議論されている
が、一般の日本人が小泉経済構造改革の評価や
サブプライム・ローン問題とリーマンブラザー
ズ・ショックによる世界金融大不況に気を取ら
れている間にも中国経済は着実に成長し続けて
いる（1）。中国経済が日本経済に及ぼすであろう
不可避の絶大な影響に比して、一般的な日本人
の中国経済に対する関心の高さは適正な水準以
下にあるように感じられる。気が付いたときに
は、日本経済が中国経済と不即不離の関係にあ
り、そのことの意味を十分に分析もしていなか
ったということのないように、将来的に枢要と
なるであろう中国経済発展のいくつかのポイン
トを経済成長予測の量的な前提に含まれていな
い質的な前提の検討という視点から考察しよう
とするのが本稿の目的である。

量的な予測は最も妥当と思われる前提を積み

重ねた上で、結論として単一の数値で表示する
のが一般的である。少数の論文の中には、予測
の範囲を提示したり、モンテカルロ・シミュレ
ーションによる複数の結論を確率を付したりし
て表示するものもあるが、結論としてのインパ
クトは弱くなる。そこで、予測の範囲や複数の
結論の確率を考慮したうえで、期待値として明
示することで、数値のインパクトを高めようと
する傾向がある（2）。こうした傾向の是非はとも
かく、簡明な結論だけが一人歩きすることに注
意を促す意味で、その結論の前提となっている
事柄の質的な変化の可能性を吟味する必要があ
る（3）。そこで次の第２節では、最近、多くの議
論の場でその結論のみが頻繁に言及される
Goldman SachsとPricewaterhouse Coopersの
２つの論文をごく簡単に紹介する。第３節で
は、その結論を導出する際に用いられた常套的
な長期経済予測についてその前提となっている
過去の趨勢にどのような変動が中国において将
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来的に起こりうるかについて、①全要素生産性
上昇率、②資本ストック増加率、③効率単位で
測った労働投入増加率、の３点について吟味を
行う。第４節では、中国の経済成長に果たす労
働移動の中国固有の諸問題について議論する。
最後の第５節で、人民元レート予想について言
及する。

２�．Goldman SachsとPr icewaterhouse 
Coopersの経済成長予測
Poddar and Yi（2007）はインド経済の長期

予測を行っている。要点は以下にまとめられ 
る（4）。
①�2020年までの潜在的な持続可能な経済成長

率は約８％と推計される。
②�経済構造改革後の製造業における生産性の向

上が重要な役割を果たす。
③�生産性の低い農業から生産性の高い産業への

労働移動がGDP成長率を１％引き上げる。
④�2050年までに７億人が農業を離れ、都市に

移住する。
⑤�経済成長に対する脅威は政治リスク、供給サ

イドの制約、低教育、環境の悪化である。
⑥�経済成長を促進する政策の継続が以上の前提

となる。
こうした指摘は、程度や若干の質の違いはあ

るとしても、そのまま中国経済の長期予測にも
適用可能である。③の労働移動の問題は、イン
ドではカースト制度と州行政の介入、中国では
戸籍制度と省行政の介入が質的な類似点をも
つ。⑤の政治リスクについては、インドでは宗
教問題、中国では民族問題が要因となる。

現在の中印経済の産業構造には大きな違いが
あるという指摘は夏目（2007）に見られるが、
経済規模の歴史をひもとけば、中国とインドの
経済にはいくつかの歴史的な共通点がある。
Maddison（2003）によれば、紀元後だけでも、
前半の18世紀の間、インド経済と中国経済は
ヨーロッパ経済を圧倒し、二国で世界経済の半
分以上を占めていた。両国経済が凋落するのは
いずれもヨーロッパ諸国による植民地化であ
る。したがって、中印両国が世界経済の表舞台
から退場したのは、歴史的にはここ二百年足ら

ずのことに過ぎない。人類史上画期的な発明や
発見をもたらすほど優秀であった巨大民族とそ
の広大で肥沃な国土が、第二次世界大戦後、世
界経済の1割以下の規模に凋落したものの、か
つての栄光の地位に復帰することには数百年の
タイムスパンで歴史を捉えるならば何の違和感
もない。こうした両国の歴史的復興をもたらし
た内的要因は植民地支配からの独立、戦後の社
会主義的経済規制の撤廃、印僑や華僑を代表と
する流出頭脳と流出資本のＵターンなどであ 
る（5）。

Poddar and Yi（2007）に先行する成長予測と
してWilson and Purushothaman（2003）があ
り、それを修正する成長予測としHawksworth

（2006）とHawksworth and Cookson（2008）
がある。Wilson and Purushothaman（2003）の
予測では、BRICｓ経済は2025年までにG6経
済の半分程度の規模になる。その時点でG6の
中で経済大国として生き残るのは日本とアメリ
カの２国だけである。ただし、彼らの推計にお
いてBRICｓの米ドル表示の経済成長の2/3は
通貨価値の増価によるものであることに留意す
る必要がある（6）。また、後者の推計では、購買
力平価で評価すると日本のGDPはすでに2007
年に中国の半分程度のGDPしかないとされて
いる（7）。いずれにしても彼らの予測では、図表
１に描かれているように中国経済は2015年ご
ろに日本経済の規模を凌駕する。さらに、2041
年には中国はアメリカ経済を追い抜き、世界一
の経済大国になると予想されている。日本は、
前者の予測では2032年にはインド経済に、後
者の予測では2050年ごろブラジルにも追い抜
かれるので、その頃は世界第５位に転落するこ
とになる。

かつての経済大国としての日本の地位は
2050年には中国経済の1/7の規模でしかない。
彼らの予測はとりあえず、2050年までである
が、一人当たり所得の水準を比較すると、図表
３に示されているように潜在的には中国経済は
まだまだ成長の潜在性があると言える。

図表２に予測されているように、2050年時点
での中国の一人当たりGDPは３万米ドルあま
りで、日本の６万６千米ドルあまりの1/2以下
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の水準である。かつて、米国経済が低迷してい
ていた1990年代初頭に、バブル経済と円高の
せいもあって、日本の一人当たりGDPがアメ
リカを追い越したことがあった（8）。その後、日
本経済は「失われた10年」に停滞し、IT景気と
それに続く不動産バブルで成長を遂げたアメリ
カに追い越されて現在に至っている。アメリカ
と同じような需要構造を追いかける限り、アメ
リカ経済に追いつくことはできる。それにバブ
ル景気が重なれば、一時的に追い越すこともで
きる。しかし、日本経済の新規産業創出能力の
欠如により、永遠にアメリカ経済を追い越すこ
とはできない。特異性を嫌う教育制度や社会習
慣にも見られるように、日本経済から世界経済
を先導するような画期的な産業が生まれる素地
はない。現在のところ、中国経済にも同じよう

な傾向が見られる。そうであるとしても、同じ
アジア的嗜好をもつ民族として、日本の一人当
たりGDPに追いつくことは可能であると思わ
れる。図表３では過去の趨勢を単純に延長した
結果、図表２の延長線上で日本の一人当たり
GDPは2061年頃に中国に追い越される状況が
描かれている。ただし、この図表３では中国の
一人当たりGDPの成長率が８％、日本のそれ
が１％であることを想定している。中国の経済
文化も日本と同様に特異性を嫌うということで
あるならば、日本に追いつくことはできても、
追い越すことはできないという帰結になる。そ
うした質的な想定は図表３では考慮されていな
い。過去の趨勢を単純に延長することの一つの
弊害はここに示されている（9）。ちなみに両国の
一人当たりGDP格差をＤ、ＹをGDP、Ｌを労働

（資料）Wilson and Purushothaman（2003）；p.9，Projected US $ GDPのデータより作成
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図表１　GDP予測

図表２　一人当たりGDP予測



寺崎　克志52

人口、日本を表わす下添字をｊ、中国を表わす
下添字をｃとすると、

　　D＝Yj/Lj－Yc/Lc

で示される。これを時間tで微分し、両国の一
人当たりGDPが収斂する条件を求めると、

　　dD/dt＝（yj－lj）Yj/Lj－（yc－lc）Yc/Lc＜0
となる。ただし、ljとlcはそれぞれ日本と中国の
労働人口の増加率、yjとycはそれぞれ両国の
GDP成長率を示している。したがって両国の一
人当たりGDPの成長率を、それぞれ、

　　yj－lj＝１％，yc－lc＝８％
とすると、両国の一人当たりGDPが収斂する
条件は、

　　（Yj/Lj）／（Yc/Lc）＜8
となる。すなわち、日本の一人当たりGDPが中
国の一人当たりGDPの８倍以下であれば図表
３に示されているように両国の一人当たり
GDPは収斂することになる。

いずれにしても、21世紀後半には中国経済の
規模は日本経済の10倍以上の規模となり、日
本経済は中国経済の沿海部の近くに位置する一
つの地方経済の様相を呈すことになろう。

３．長期経済予測の手法（10）

経済予測は短期は有効需要を用いて（11）、長
期は生産関数を用いて供給サイドから行われる
のが一般的である（12）。長期経済予測において用
いられる最も単純な生産関数は以下のCobb-
Douglas型生産関数である（13）。

　　Y＝AKαN1−α

ここで、ＹはGDP、Ａは全要素生産性、Ｋは
資本ストック、Ｎは効率単位で測った労働投
入、すなわち労働者数Lと労働効率指数Ｅの積
である（14）。また、αは資本分配率、1－αは労働
分配率である。この生産関数を対数微分し、成
長率の形にすると次のようになる。

　　y＝a＋αk＋（1－α）n
ただし、ｙはGDP成長率、ａは全要素生産性

上昇率、kは資本ストック増加率、ｎは効率単
位で測った労働投入増加率、すなわち労働者数
増加率と労働効率指数上昇率の和である。過去
のデータに基づいて資本分配率は1/3に設定さ
れている。

以下では長期経済予測の前提となっている
様々な条件について吟味を加えることにする。

３ ─１．全要素生産性上昇率の吟味
全要素生産性上昇率は、過去のデータに基づ

いて推計される場合は、残余の形で求められ 
る（15）。すなわち、ｙ、α、ｋ、ｎを推計された
既知数として、以下のように求める。

　　a＝y－αk－（1－α）n
一方、経済成長率を予測する場合は、過去の

趨勢を延長するという方法がとられる（16）。その
結果として、次のような推計式が提示されてい
る（17）。

　　a＝1.3％－1.5％×βln｛（Yc/Lc）/（Yu/Lu）｝
ただし、Yu/Luはアメリカの一人当たりGDP

である。係数の1.5％は中国の一人当たりGDP
のアメリカの一人当たりGDPへの収束の程度
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図表３　日中の一人当たGDP



「中国経済の展望」 53

を表している（18）。また、定数項の1.3％はアメ
リカの長期的な全要素生産性の成長率である。
したがって、中国と米国の所得格差が大であれ
ば中国の全要素生産性上昇率は高く推計され
る。この推計式が意味しているのは、中国は日
本経済ではなくアメリカ経済を目指してキャッ
チアップするという想定である。民族的にも文
化的にも近い関係にある日本は中国の全要素生
産性上昇率の推計においては全く斟酌されてい
ないということである。

中国において大躍進や文化大革命などのあや
まった経済政策が採用されれば、容易に経済成
長率の脚を引っ張り、全要素生産性上昇率や資
本ストック増加率や労働投入増加率がマイナス
となる可能性がないわけではない（19）。この予
測で注意することは、過去の趨勢値が残余によ
って求められることから、その傾向が将来にわ
たって蓋然的に発生するという保証が全くない
ということである。いわば、統計的に推計され
る全要素生産性の上昇率は、GDPの成長のう
ち、労働投入と資本投入の増加によって説明で
きないという程度の意味しか持たない。したが
って、誤差を含み、しかも因果関係に基づかな
い残余を趨勢的に延長して予測値とすることに
は大きな問題がある。すなわち、過去のデータ
から、未知数として求められた全要素生産性上
昇率を、経済予測においては予測値として先に
求め、GDP成長率は未知数として、資本と労働
の増加率の予測値を加味し、それらの合計とし
て求めるという論理のすり替えが経済予測にお
いて行われる。こうした手法は中国経済に限っ
たことではないが、政治リスクの負の要因がこ
こに反映される可能性が中国経済においては、
他の先進国と比べると大きいと言わざるを得な
い。

３ ─２．資本ストック増加率の吟味
資本ストック増加は、国内貯蓄と外資導入に

依存する。すなわち、
　　民�間（貯蓄－投資）＋政府（貯蓄－投資） 

＝経常収支（20）

　　経常収支＋資本収支＝外貨準備増（21）

という関係から、

　　�資本ストック増加 
＝�民間投資＋政府投資＝民間貯蓄＋政府

貯蓄－経常収支
　　＝国内貯蓄＋資本収支－外貨準備増

という関係が導かれる（22）。すなわち、中国の資
本ストックの増加は、民間と政府の貯蓄に外資
導入の結果、黒字となっている資本収支の合計
から、人民元安維持のために、人民元売り外貨
買いの結果として増加している外貨準備増を控
除した金額に等しい。20世紀末以降の中国の国
際収支における双子の黒字、すなわち経常収支
黒字と資本収支黒字は人民元売り外貨買いとい
う中国の通貨当局の市場介入によるものであ 
る（23）。この政策が今後どのように変化するかに
よって、資本ストックの増加の予測は異なる。
現在の日本の通貨当局のように為替市場への介
入をしないというスタンスをとれば、外貨準備
残高不変のままで、

　　経常収支＋資本収支＝0
となるので、経常収支が黒字であれば、それ

と同額が資本収支の赤字となり、資本ストック
の増加を削減する方向に作用することは明らか
である。いずれにしても、長期的には人民元高
傾向は不可避的である。資本ストックの蓄積が
進めば、その分母が大きくなるため、資本スト
ック増加率を一定水準に維持するためには、資
本ストック増加幅は毎年拡大しなければならな
い。これを実現可能とするさらなる国内貯蓄の
増加と資本収支黒字幅の拡大が困難でないとい
う保証はどこにもない。にもかかわらず、資本
ストックの増加は次のように推計されている。

　　資�本ストックの増加 
＝投資率×GDP－減価償却.

ただし、投資率はGDPに占める国内総固定
資本形成の割合であり、Goldman Sachsの推計
では2010年までは36％もの高率で、それ以降
は2050年までに30％に逓減すると予想し、
Pricewaterhouse Coopersの推計では2010年ま
で45％の驚異的な高率で、2025年以降でも25
％の高率を予想している（24）。
（１）　経常収支動向の吟味
前世紀末から今世紀初頭にかけての経常収支

の大幅黒字は人民元安によるとことが大であ
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る。同時に中国政府による輸出指向的な直接投
資の選択的導入が人民元安の下で、輸出を急増
させた（25）。こうした技術を体化した直接投資
の導入が、全要素生産性の上昇をもたらしたで
あろうことは否定しがたい。中国の通貨当局が
外国為替市場への介入をやめることによっても
たらされる人民元高容認は、経常収支と資本収
支の悪化を同時にもたらす。したがって、一方
では外需低迷による短期的な経済成長の停滞
と、外資導入の停滞による資本ストックの増加
幅の縮小により、長期的な経済成長を阻害する
可能性がある（26）。さらには、人民元高による輸
出不振は大量の失業者を沿海部に発生させ、そ
の規模が数千万人を超えるようであれば、治安
悪化と失業保険給付による財政収支悪化から、
政治リスクを高め、民族紛争と相俟って中国経
済が質的に変容する可能性もある。
（２）　資本収支動向の吟味
資本収支は中国政府の資本導入政策により、

短期資本の流入が制限され、輸出志向の直接投
資などの長期資本が中心となって、巨額の黒字
を計上しているが、人民元が高くなる傾向を示
せば外国資本にとって輸出が困難となり、収益
性が低下するため、追加的な直接投資が行われ
なくなる可能性がある。政治リスクが表面化す
れば、それだけでも外国資本の流入は抑制さ
れ、流出は加速する。すなわち、中国経済の高
度成長を裏打ちしてきた外資の流入が、今後と
も同じような傾向で継続するという保証はどこ
にもない。
（３）　国内貯蓄動向の吟味
国内貯蓄率の高さは、教育と老後を目的とす

るものによって７割近くが説明される（27）。教育
目的による貯蓄が高いのは、多くの地方政府に
おいては財源が不足しており、政府資金の補助
も十分でないためである。老後目的も同様に、
インフレと生活コストの上昇により年金制度が
必ずしも十分に機能しないと人民が思うためで
ある。中国政府が教育制度と年金制度に資金を
潤沢に投入するように政策転換を行えば、民間
貯蓄は減少し、政府支出も政府投資から政府消
費へ、配分の変換が行われて政府貯蓄も減少
し、それらの合計としての国内貯蓄が減少する

ことから、資本形成が停滞し、予測値で前提と
している資本ストックの増加率が実現しない可
能性もある。同様の効果は、次節で考察する一
人っ子政策の見直しによってももたらされる。
一人っ子政策は人口増加率の抑制には一定の効
果をもたらしたものの、人口ピラミッドの歪み
をもたらし、21世紀半ばに向かって、急速な人
口の高齢化をもたらしている。生産人口の割合
が低下することは、労働者の年金負担を高める
ことを意味する。一方で、生産人口の増加を目
的とする一人っ子政策の緩和は政府の教育費の
負担を高め、政府貯蓄を抑制する。

３ ─３�．効率単位で測った労働投入量増加率の
吟味

効率単位で測った労働投入量の増加は、①労
働力人口の増加、②労働力率の増加、③教育費
の増加などに依存する。労働投入量のベースと
なる人口は15歳から60歳までの労働力人口と
なっている（28）。労働力人口をもとにして、過去
のデータから労働力率を求めて将来の労働人口
を推計する。

　　労働力率＝就業人口／労働力人口
労働力率を左右する要因は、若年においては

高等教育への進学率であり（29）、老年においては
早期退職奨励制度や年金制度の動向であり、女
性の場合は専業主婦の増減である。これらはい
ずれも自発的失業増加の要因となる（30）。一般的
にこれらの要因は一人当たり所得水準の増加関
数であり、高等教育は上級財であり、定年退職
者と専業主婦の増加は余暇が上級財であること
によって説明される（31）。

若年の高等教育への進学は、労働力率を低め
るが、他方で労働効率指数を高めることに貢献
する（32）。高等教育への進学のネットの効果は両
者の大小関係に依存する。短期的には教育産業
の隆盛は内需拡大に寄与する。しかし、OJTと
は異なり、高等教育がどの程度労働効率指数を
高めるかは、中国における高等教育の質の問題
でもある。

ここで、L（Y）、E（Y）、という関数関係を想
定し、他の要因を捨象すると、

　　N＝L（Y）E（Y）
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という関係から、これを時間で微分し、Ｌ’とＥ’
をそれぞれの関数の微分係数とすると、

　　�dN/dt＝EL’dY/dt＋LE’dY/dt＝（EL’＋
LE’）dY/dt＝EL（L’/L＋E’/E）dY/dt

となるので、効率単位で測った労働投入量の
増加dN/dtは所得が増加したときの自発的失業
の増大による就業人口の減少率（L’/L＜0）が、
教育費の増加による労働効率の上昇率（E’/E＞
0）よりも小さければ実現することになる。
（１）　労働力人口増加の吟味
現在の中国の人口ピラミッドは30代前半か

ら20代後半の人口が40代前半から30代後半の
人口よりも少なくなっている（33）。これは1979年
以降の一人っ子政策の影響で、その影響は20
歳以下の人口にも及んでいる（34）。人口ピラミッ
ドの推移の予測にはそれほどの困難はないが、
15歳から60歳までの人口のどの程度が労働力
となるかという比率については質的な変化が十
分に予想される。現在の人口ピラミッドを構成
している人口については、きわめて正確に将来
の労働力人口増加にどのように寄与するかを予
測することができる。しかし、これから人口ピ
ラミッドの底辺を支えていく人口については、
中国の人口政策・家族政策が極めて大きな影響
を与える。一人っ子政策がどのように修正継続
されて行くのか、あるいは人口高齢化を防ぐた
めに逆に出生をどの程度奨励するのか、こうし
た政策次第で労働力人口の増加は左右される。
中国の人口の老齢化は先進国ほど高くない所得
水準で到来するので、先進国の経験は生かされ
ないという特徴がある。
（２）　労働力率の吟味
労働力人口の増加がそのまま労働投入の増加

として経済成長に貢献するわけではない。中国
の場合、建国以来、女性は生涯労働者として就
業人口を構成するのが一般的であった。また、
若年労働者も義務教育を終えると、労働者とし
て就業人口の増加となるのが圧倒的多数であっ
た。ところで、15歳以上60歳以下でありなが
ら、就業していない労働人口を自発的失業者と
呼ぶ。これらの労働者は自ら就業しない状況を
選択しているため、求職活動もしないので、社
会問題とはならない。経済成長の結果として、

こうした自発的失業者は一般的に増加する。
①　専業主婦増加の吟味
労働生産性が低く、所得水準の低い社会にお

いては専業主婦という職業は存在し得ない。家
計単位での労働供給の最適化を図る場合、家計
所得水準の上昇は主婦労働の減少をもたらす。
したがって、主婦労働に関しては経済成長の足
を引っ張る可能性がある。これは中国の労働文
化ともつながりを持つ。専業主婦が家計単位で
の余暇を消費する、すなわち、家計単位での労
働供給を減少させることを意味するため、日本
においてそうであるように、専業主婦がある意
味での衒示的消費（ヴェブレン効果）となり、
専業主婦であること、そのものが、家計の効用
を高めることになる可能性もある（35）。そうであ
るとすれば、主婦の労働供給は更に減少するこ
とになる。

②　進学人口増加の吟味
高等教育への進学率は、都市部を除けば、先

進国と比較するときわめて低い。そもそも、自
宅からの通学圏内の義務教育すら十分ではない
地方も存在し、そうした地方には高等教育機関
が極めて少ない。地方の低所得者にとっては、
義務教育すら負担となっている（36）。経済成長に
よる所得水準の向上は、高等教育への進学率を
確実に高め、かつての日本がそうであったよう
に、いずれ中卒の低賃金労働者は枯渇する。教
育産業の興隆は一方でGDPを需要面で押し上
げるが、若年労働力の減少という側面では潜在
成長力を低下させる。
（３）　労働効率上昇の吟味
教育産業の発展は、労働効率を高める。成長

予測では、教育費の増加が、労働効率を高める
という想定をベースにしている。効率単位で測
った労働投入量の増加は、中西部に存在する膨
大な偽装失業の存在とそれらの低教育水準から
の脱却、さらには戸籍制度の完全撤廃に依存す
る（37）。従来、中国の労働市場には戸籍制度によ
る規制があり、農村戸籍を持つ農業における偽
装失業者は、賃金の上昇する都市労働者とし
て、都市に移住することは容易にはできなかっ
た（38）。農民工として、都市で働く農村戸籍を持
つ労働者は、都市における行政サービスを享受
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することができず、都市において労働市場の二
重構造が形成されていた（39）。それはちょうど、
EUにおいて外国人労働者が低賃金労働層を形
成しているのと同様に、同じ中国人民でありな
がら、農民工は教育水準の低いこともあって、
低賃金労働に甘んじていた。こうした低賃金労
働の存在が、旺盛な外需の成長にもかかわら
ず、中国産品の低コスト生産を可能にした一因
ともなっていた。

４．中国における所得格差と労働移動（40）

近年、地域間の所得格差の拡大を背景にし 
て（41）、こうした差別的な戸籍制度が撤廃され
る方向にある（42）。2007年の中国の省別一人当
たりGDPは最低の貴州省が１万元以下である
のに対して、最高の上海市はその８倍の６万元
を超えている。所得格差の程度は、貴州省は中
国の平均水準の40％程度なのに、上海市は350
％近い水準となっており、図表４の省単位で見
た一人当たり相対GDPの標準偏差は0.71とな
っている。

中国の標準偏差0.71を図表５と図表６で日米
と比較してみると、日本の都道府県別相対所得
の標準偏差が0.10で、アメリカの州別相対所得

の標準偏差が0.15であるから、中国の地域的な
所得格差がいかに大きいかが分かる。実際、日
本の場合、最低の沖縄の一人当たり県民所得が
日本の平均の70％を超えるのに対して、最高の
東京の一人当たり都民所得は平均の1.2倍を超
える程度である。広大な中国の国土と対比する
場合、ほぼ単一民族に近く、国土も狭小な日本
は中国の沿海部と比較するのが妥当であるのか
もしれない。

そこで図表６で国土の広大さでは中国と比肩
しうるアメリカの一人当たり州別GDPを見る
と、最低のミズーリ州（MS）が全米平均の７割
を超えているのに対し、最高のコネチカット州

（CT）でも、平均の1.4倍を超えるに過ぎない。
したがって、州別相対所得の標準偏差も日本の
それをやや上回る0.15に過ぎない。以上のこと
は、中国は日米と比較すると所得格差が極めて
大きく、その理由の重要な要因として戸籍制度
が挙げられることを意味する。労働の移動が自
由になれば、そのことだけで、限界生産力ゼロ
の偽装失業の限界生産力がプラスに転じること
から、経済成長に寄与することは間違いない。
かりに、限界生産力がゼロでないとしても、労
働移動は低限界生産力の地域から、高限界生産

（資料）日中経済協会（2008）：p.92 ｢省･直轄市･自治区経済データ（2007）｣ より作成
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力の地域への移動を意味するので、その限界生
産力の差額だけGDPを押し上げることにな 
る（43）。しかし、この効果は所得水準が全国的に
平準化した時点で、経済成長の要因ではなくな
る（44）。

いずれにしても、戸籍制度の改正は中国経済
の質的な変化であるため、過去の趨勢を単純に

延長できないという問題がある（45）。戸籍制度の
改正は現状を追認するだけであって、更なる労
働移動の促進をもたらさないという可能性もあ
る。すなわち、従来黙認されてきた農民工のよ
うな存在が、戸籍制度の改正により行政の厳格
な対応を引き出し、逆に、農村部からの低賃金
労働が阻止される可能性がないとは言えない。

（資料）総務省統計局統計調査部国勢統計課 ｢国勢調査報告｣ ｢人口推計年報｣ より作成
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農村部からの都市部への労働の合法的な異動
は、都市の行政府における社会的関連支出を拡
大させるため、都市住民の反対圧力が顕在化す
る引き金になりうる。

５．人民元相場の吟味
人民元で予想したGDPを予測された為替レ

ートを用いて米ドルに換算して、国際比較が行
われる。そこで用いられている推計式は以下の
通りである。

　　人�民元レート変化率＝ 
中国の労働生産性上昇率－２％

ここで、定数の２％はアメリカの長期的な労
働生産性上昇率を示している。したがって、中
国の労働生産性上昇率が2％であれば、人民元
レートは不変になると予想される。予測では、
中国の労働生産性上昇率は約4.5％となってい
るため、人民元レートは年率約2.5％で上昇し、
これからの50年間で現在のレートの３倍程度
になると予想されている。しかし、中国の通貨
当局がこの推計式にのっとって人民元の切り上
げを行っていくかどうかは疑問である。なぜな
ら、中国の通貨当局は通貨価値を政策的に管理
しているからである。中国には中西部の農業を
中心として膨大な偽装失業が存在しており、こ
れらの労働人口が非農業部門に吸収されるまで
は、人民元安誘導が必要であると考えられるか
らである。そうでない限り、中国の三農問題は
解決されない。こうした人口が非農業部門に吸
収された後も、急激な人民元高は外需を抑制
し、大量の失業者を生み出すので、推計式通り
に年率2.5％程度で人民元高が通貨当局によっ
て誘導されるのかどうか、甚だ疑問である。

６．おわりに
本稿では、中国の長期経済予測において留意

しなければならない質的な論点を吟味した。数
値そのものはさまざまなメディアで取り上げら
れているが、その数値の前提となっている諸条
件はあまり論じられていない。結論の数値だけ
が一人歩きし、その数値の前提となっている事
柄を捨象するとどのような事態が起こりうるか
については、世界経済はサブプライム・ローン

問題に端を発した世界大不況で経験済みであ
る。予測数値の利便性を否定するものではない
が、その数値を利用する場合には、常に諸前提
に留意しなければならないということを本稿で
は強調したい。その上で、過去の趨勢を単純に
延長して予測する場合には、経済の長期的な質
的な変化が加味されないことに注意しなければ
ならない。制度改正などによって経済の質が変
われば、旧制度の継続を想定して予測された数
値が有効性を失うのは当然のことである。こう
したことは、中国に限られたことではないが、
矛盾に満ちた「社会主義的市場経済」を標榜す
る中国経済は、人類の経済史上、はじめての試
みを実験しているため、先進国的な市場経済を
想定した長期経済予測の手法は慎重に行われな
くてはならない。紙数の制約で、論じたことよ
りも論じられていないことの方がはるかに多い
が、残された論点の吟味については今後の課題
としたい。

【注】
（１）　特に中国のメガロポリスに焦点を当てた議

論については周（2007）、中国経済全般な簡単な
紹介についてはジェトロ（2008）、日中経済協会

（2008）、白（2007）、村瀬（2002）等を参照。
（２）　例えば決算短信における業績予想は期待値

であるが、想定される業績ごとに確率を付して公
表している企業は皆無である。財務諸表と将来予
測については寺崎（2007b, 2009）を参照。

（３）　リスク資産の債権化によって始まったサブ
プライム・ローン問題も、複雑な前提の下に証券
化された債券の利回りは単一の数値であるが、そ
の前提となったリスク資産の金融工学的組合せ
は金融取引の背後に隠れ、高利回りという数値だ
けが一人歩きしたことによって取り返しのつか
ない大不況を招来した。前提が複雑であるにもか
かわらず、表面化した単純な数値のみが一人歩き
するという構造は、中国経済の高成長率の予測と
その前提という構造にも適用される。

（４）　Poddar and Yi（2007）では個別産業の予測
についても触れられているが、本稿ではGDPの
みについて言及される。また中国の産業別の詳細
については丸川（2007）を参照。

（５）　アジアにおける日中印三国の相関関係につ
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いては、Emmott（2008）を参照されたい。
（６）　為替相場の諸問題については、寺崎（2000）

を参照されたい。
（７）　Hawksworth（2006）とHawksworth and 

Cookson（2008）の分析で対象となっているのは
先進国ではG7（G6＋Canada）、途上国ではE7

（BRICs＋Indonesia, Mexico and Turkey）であ
る。

（８）　いまでは空疎な響きしかもたないが、その先
駆となった文献としてVogel（1979）がある。

（９）　実際、Wilson and Purushothaman（2003）；
p.6で指摘されているように、全ての先進国にお
いて、歴史的に経済成長とともに経済成長率は低
下しているので、中国についても、過去の成長率
が高かったからと言っていつまでも高いという
保証はどこにもない。

（10）　経済成長と生産関数の理論的な関係につい
てはSolow（1963）を参照。

（11）　有効需要という概念については寺崎（1994, 
2003, 2006, 2008）、生産関数という概念について
は寺崎（1995, 2007a）をそれぞれ参照。小島

（2007）は固定資本形成の成長への寄与が中国に
おいては特徴的であることを指摘している。

（12）　ただし、重要サイドから経済成長を分析する
試みがないわけではない。たとえば、中国の経済
成長における消費の役割について、鄭（2007）を
参照。また、内需が不足していると言うジャーナ
リスティックな批判については石（2009）を参
照。

（13）　かつてMeadows（1972）がローマクラブで
指摘したようなエネルギー資源の制約は捨象さ
れている。中国におけるエネルギー制約の問題に
ついては巌（2006）を参照。

（14）　労働効率指数は基準年度を100とし、教育水
準の向上の程度を反映したものである。詳細につ
いては、Poddar and Yi（2007）を参照。

（15）　中国における全要素生産性の推計について
はWu（2005）を参照。

（16）　この過去の趨勢（例えば不動産価格の上昇）
を延長して将来を予測するという経済予測の宿
痾が近年のアメリカ発の世界金融大恐慌の一因
となったことは記憶に新しい。

（17）　Wilson and Purushothaman（2003）；p.18を
参照。

（18）　こうした議論については、Barro and Sala-i-
Martin（1992）を参照されたい。

（19）　胡（2007）は中国経済が順調に発展してゆ

く前提条件として次の６項目を挙げている。①中
国共産党第十一期中央委員会第三回全体会議で
決めた改革開放の路線が堅持されること、②大躍
進のような急進主義的な政策が採られないこと、
③文化大革命のような政治運動が繰り返されな
いこと、④人口増加を有効にコントロールできる
こと、⑤全国的な自然災害が発生しないこと、⑥
大規模な戦争に巻き込まれないこと。

（20）　資金循環の視点からはこの式は、国内資金余
剰＝海外資金不足、とも表示される。中国の資金
循環構造については高安（2005）、張（1991, 
1996, 1997, 1998, 2000a, 2000b, 2006）を参照。
また財政収支均衡の下では、政府貯蓄＝政府投
資、となり、民間貯蓄投資差額＝経常収支、とな
る。

（21）　日本の国際収支表においては、経常収支＋資
本収支＋外貨準備増減＋誤差脱漏＝0、となって
いる。従って外貨準備増は負で、外貨準備減は正
で計上されることに留意。

（22）　国際収支上のこれらの関係については、寺崎
（1996）および廣田・寺崎（2003）などを参照。
中国の外貨準備高は現在世界最大であるが、追い
越された日本はこの間、円安誘導を目指した円売
りドル買い介入をずっと停止しているという背
景がある。

（23）　中国の双子の黒字という概念については、余
（2006）を参照。また、この現象は国際収支の発
展段階理論には存在しない異様な現象である。こ
の理論については、寺崎（2003, 2008）を参照。

（24）　瀬口（2009）の指摘では、輸出関連の設備
投資から内陸部門の内需の設備投資への転換が
見られる。その背景には、元高、労働コスト高、
輸出優遇税制の撤廃の３つの要因がある。

（25）　直接投資の導入と貿易の関係については、寺
崎（1976, 1977）、Terasaki（1983, 1984, 1993, 
1999）などを、また日本の対中直接投資の実証分
析については宮川（2003）を参照。

（26）　国有企業の不良資産に厳密な減損会計を適
用すれば資本ストックの伸びは更に抑制される。

（27）　貯蓄率の高さの議論については、大橋（2008）
を参照。

（28）　中国における労働市場の諸問題については、
羅（2006）および李（2006）などを参照。

（29）　中国における高等教育の諸問題については
牧 野（2006）、 鮑（2006）、 王（2008）、 藤 村

（2008）、諏訪・王・斉藤（2008）を、義務教育
の諸問題については自治体国際化協会（2008）、
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農民工の子女の教育機会についての制度と実態
については植村（2009）を参照。

（30）　自発的失業という概念については、寺崎・藤
田（2001）を参照。

（31）　上級財という概念と主婦や老齢者の労働供
給曲線の後屈については、寺崎（1992a, 1994, 
2007a）およびTerasaki（1979）などを参照。

（32）　教育と経済成長の諸問題については、南・牧
野・羅（2008）を参照されたい。

（33）　人口ピラミッドの推移については矢吹
（2008）図表１─１を参照。

（34）　一人っ子政策の影響については、馬（2009）
を参照。

（35）　衒示的消費という概念については、Veblen
（1899）を参照。

（36）　『義務教育法』は2006年に改正され、政府の
責任で義務を行うことが謳われた。特に、農村部
を対象に学費全額免除と教科書の無償化などが
導入されている。したがって、2006年までは、以
上のことが政府によって実施されていなかった
ことを意味する。その他の経済政策については田
中（2007）を参照されたい。

（37）　偽装失業とは限界生産力がゼロの労働を言
う。したがって、この労働が離職しても生産水準
に変化はない。代表的な偽装失業は農業生産に見
られる。多くの発展途上国の農村においてその労
働が都市に流出したとしても農業生産は減少し
ないという現象が見られる。偽装失業の詳細につ
いては、稲田・宇沢（1972）を参照。

（38）　 中 国 の 戸 籍 制 度 の 成 立 に つ い て は、 張
（1997）および八杉（2001）などを参照。

（39）　農民工とは、都市戸籍を持たない農村からの
出稼ぎ労働者を言う。周（2007）；p.211によれ
ば、2004年初頭から「民工荒」と呼ばれる農民工
不足が中国全土に広がりつつあると言う。

（40）　20世紀後半の中国の地域格差の決定要因の
分析については中兼（1996）を、地域格差と需要
との関係については陳（1996, 1998, 2000）を、
また地域格差の是正については関（2006）を、そ
の背景にある産業構造格差については金（2008）
を、産業構造面・人口面・教育面からの分析につ
いては林（2005）それぞれ参照。

（41）　鄧小平の改革開放以来、地域間の所得格差が
拡大している。例えば、胡（2006）を参照。

（42）　戸籍制度の改革については多田（2006）、そ
の実態については巌（2005）および堀井（2006）
参照。

（43）　生産要素が生産性の低い部門から生産性の
高い部門へ移動することによって、一国経済の生
産規模を拡大させることについては、寺崎

（1992b, 1996）を参照。
（44）　経済成長における所得格差の平準化問題に

ついてはBarro and Sala-i-Martin（1995）、中国
についての分析については坂本（2001）及び加
藤（1995, 1999）を参照。逆に日本の経済構造改
革による地域格差の拡大についてはマクロ経済
研究センター（2006）、アメリカの地域間所得格
差については永田（2007）、日中の地域所得格差
とその背景については東郷（2000）を参照。

（45）　関（2006）は戦後日本における都市への農
村からの労働移動と地方交付税が地域間所得格
差の解消に寄与したと論じている。しかしこれが
中国においても実現するかどうかは疑問である。
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